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 はじめに
相続税は税収全体に占める比率は小さく１，諸外
国においては，相続税を廃止した国２もある。相続
税は，将来の発展性のない租税であるといえるかも
しれない。
しかし，我が国においては相続税の縮小，廃止と
いう方向でなく，むしろ課税を強化すべきとする有
力な意見がある。たとえば，税制調査会の答申であ
る。まず２０００（平成１２）年度の税制調査会答申『わ
が国税制の現状と課題―２１世紀に向けた国民の参
加と選択―』３においては，少子・高齢化の進展と社
会保障費などの財政需要の増加，経済のストック化
などの相続課税を取り巻く状況を総合的に考察する
と，相続税の課税について，ごく一部の資産家層を
対象にするという従来の位置付けから，より広い範
囲に課税していく方向でそのあり方を検討していく
ことが必要であると述べている。
さらに，２００３（平成１５）年度の税制調査会答申『少
子・高齢化社会における税制の在り方』４は，これま
で「負担の適正化に必要な課税ベースの拡大は実施
されてこなかった」５と述べ，「相続税の持つ資産移
転の段階での再分配機能が一層重要となる」６とし，
社会保障給付の充実や老後扶養の社会化により，「今
後，少子・高齢化の下では，相続税について，従来
より広い範囲に適切な税負担を求めるねらいから，
課税ベースの拡大に引き続き取り組む必要があ
る。」７としている。
次に２００８（平成２０）年度税制改正大綱では，新事
業承継税制８の制度化に伴い，相続税の課税方式を
いわゆる遺産取得課税方式に改正することを検討す
ることとした。
しかし，２００９（平成２１）年度の税制改正に関する
答申では，税制改正の課題として，現行方式を見直
し，本来の遺産取得課税方式に改正することは，国
民の合意を得ながら議論を進めるべきであるとされ
た。遺産取得課税方式に改めることは，新事業承継
税制と合わせて検討され，新事業承継税制は課税価
格減額方式を採用するとしていたが，納税猶予方式
へ転換したため，現行の法定相続分課税方式でも，
事業承継人以外には税負担は軽減されない制度とな
ったので，遺産取得課税方式へ変更すべき理由は少
なくなった。
その後，『２０１１（平成２３）年度税制改正大綱』９に
おいては，相続税は格差是正・富の再分配の観点か
ら重要であり，富の再分配機能が低下しているので
課税ベースの拡大を図り，税率構造を見直すこと
で，再分配機能を回復し，格差の固定化を防止する
必要から相続税を広く課税しようという方向へ向か
っている。また，贈与税については，生前贈与の促
進による財産の若年世代への早期移転による消費拡
大を図るとしている。
相続税の課税強化の議論が続いているが，本稿で
は，相続税の課税根拠や課税方式に触れ，あるべき
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姿を探ってみたい。
 課税根拠
―１ 相続の根拠
相続税の課税根拠を論述する前に，まず相続の根
拠を論じる必要がある。相続の根拠はどこにあるの
であろうか。「人が死亡したとき，死者と特定の身
分関係にある者が，その死者の財産を排他的に承継
することが何ゆえに認められるのか」１０という問題で
ある。相続の根拠はまず第一に，被相続人の財産を
配偶者・子などの相続人に帰属させることにより安
心して生活できる基盤を保障するため１１であり，第
二に，被相続人の遺産形成には，様々な家族の協力
がなされているので，相続人たる家族構成員の潜在
的持分１２があり，これを相続という形で具体化する
ためであり，第三に，被相続人の権利義務の安定，
取引の円滑性・安全性を保証するため１３などが考え
られる。
これら相続の根拠のうち相続税の課税に関係する
ものとしては，第一に，家族の生活の基盤を保障す
ることであり，法定相続分に基づいて基礎控除等を
規定している。しかし，事業承継問題における中小
企業，農家など遺産分割による事業用資産の分割が
事業の継続を困難とする場合もある。第二に，相続
人たる家族構成員の潜在的持分は相続税法上認めら
れるのかという問題がある。第三に，権利義務の安
定の確保，取引の安全性等であるが，相続人は被相
続人の債務についても承継し被相続人が実行した取
引の安定性を確保することとなる。
―２ 相続税の根拠
相続税は長い歴史を持ち，その課税根拠について
明確な結論はなく種々の議論が繰り返されてきた。
憲法第２９条第１項は「財産権はこれを侵してはなら
ない」と規定して財産権を保障している。相続はこ
の財産権の一部であり，相続税は，国家が財産権を
どこまで制限することが可能かという問題として考
えられる１４。
相続税の課税根拠を政府税制調査会答申などで検
討していくこととする。まず，１９５７（昭和３２）年の
『相続税制度改正に関する税制特別調査会答申』１５に
よれば，遺産課税方式による相続税の理論的根拠と
して，１）被相続人からの遺産額に対し累進税率で課
税し富の集中を抑制する社会政策的意味があるとす
る。被相続人の優れた経済的手腕に対して社会が財
産の管理運用を信託したが，相続人は同様の経済的
手腕を有するとは限らないので財産移転の際，被相
続人の遺産の一部は社会に返還されるべきとされ
た。さらに，２）所得税の清算課税と考えられる。被
相続人の遺産は税制上の特典その他租税の回避によ
り蓄積した財産であるので，相続という機会に遺産
額を課税標準とし，所得税の後払いとして課税す
る，ということを掲げている。しかしこれらの説明
は十分な説得力を持たない。財産を残したことは課
税根拠とならない。事後課税論も根拠としては弱
い。財産権の保障と相続税の課税が抵触しないよう
資産元本を「税」が侵害してはならない１６。結局，
１）は憲法の財産権の保障という点から問題があ
り，２）は真面目に所得税を納税してきた者にとっ
ては納得できない内容である。
次に前述の答申は，遺産取得課税方式の課税根拠
として，１）遺産を偶然に取得したことによる不労所
得に対する課税で特殊な形態の所得税であり，２）多
額の資産の取得に重い税を課すことは社会政策的見
地から意義があると位置づけられ，全ての個人は経
済的に機会均等であるべきという見地から，個人が
財産を相続等により無償取得した場合に取得財産の
一部に課税するのが適当であるということを挙げて
いる。不労所得や無償取得による新たな財産の増加
に対して一部を国家へ帰属させるというものであり
憲法第２９条の財産権とも調和すると考えられる。こ
の点について新たに取得した価値の一部を還元する
ので相続税の課税は憲法の財産権の保障に抵触せ
ず，課税根拠として正当であると考えられる１７。
２０００（平成１２）年度の税制調査会答申には，課税
根拠について次のように述べられている。相続税の
課税根拠は，基本的には遺産の取得による担税力に
着目して課税し，個人所得課税を補完するものと言
われる。超過累進税率の適用により，多くの富を得
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た者が多くの税を負担し富の再分配を図るものであ
る。また，相続税の課税は被相続人の生前所得の清
算課税とも考えられる。この課税は，税制上の特典
や租税回避等により結果的に軽減された被相続人の
個人所得課税負担を清算するという役割があるとい
うものである。また，老後扶養の社会化により，次
世代に引き継ぐ相続財産が以前ほど減少しないの
で，減少しない分については資産の引継ぎの社会化
が必要であるとしている。
次に２００３（平成１５）年度税制調査会答申「少子・
高齢化社会における税制の在り方」１８は，相続税の課
税について従来より広い範囲に適切な税負担を求め
るため課税ベースを拡大すると述べている。
さらに，２００７（平成１９）年度の税制調査会答申１９
によれば，公的な社会保障制度が充実し財政上の負
担も大きいので，資産の引継ぎの社会化という課税
根拠が重視されている。
また，相続税の負担水準の是正や資産再分配機能
等の回復を図るとしている２０。
要するに，老人扶養など社会保障の財源として，
相続税を薄く広く負担させようとするものだが，相
続税における富の再分配機能から考えれば課税対象
は高額財産階層に限るべきではないだろうか２１。
これまでの見解をまとめると，現状における「相
続税の課税根拠としては，遺産の取得による担税
力，富の再分配，被相続人の生前所得の清算課
税，資産の引継ぎの社会化」２２などが考えられる。
これらは，１９５７（昭和３２）年の『相続税制度改正に
関する税制特別調査会答申』とほぼ同じ内容にすぎ
ない。
相続税の課税根拠のうち，遺産の取得による担
税力は最も重要なものである２３。この課税根拠につ
いては，所得税との関係が重要であるので，次に所
得概念について述べる。
所得概念には包括的所得概念と制限的所得概念が
ある。包括的所得概念は純資産増加説に基づいてお
り，これは担税力を増加させる純資産の増加は全て
所得として捉えるものであり，制限的所得概念は，
所得を反復継続する活動から得られるものに限定
し，偶発的・一時的なものには課税しないとする考
え方である。
包括的所得概念によると，課税標準たる所得は一
定期間における純資産の増加とされ，相続による財
産の取得は所得を構成するものである。包括的所得
概念の下では所得の定義は正に包括的である。２４
我が国所得税法は包括的所得概念を採用するもの
と考えられる。所得税法第２条第１項第２１号によれ
ば，譲渡所得，山林所得，一時所得などの所得分類
を設けて，一時的・偶発的利得を課税の対象とし，
他の９種類の所得のいずれにも該当しない所得を同
法第３５条第１項において雑所得として課税の対象と
している。
包括的所得概念においては，相続による財産の取
得は所得であり，相続税は所得税の分離課税といえ
る。２５
なお，所得概念と課税方式の関係については，後
述する。
 課税方式
相続税の課税方式は，一般的に遺産課税方式と遺
産取得課税方式とがあるといわれる。それぞれの課
税根拠があり，その根拠に親和性のある課税方式と
なっている。またこれらの課税方式の折衷である法
定相続分課税方式があり，現行の相続税の課税方式
である。
―１ 遺産課税方式
遺産課税方式とは，死亡者（被相続人）の遺産（相
続財産）全体を課税対象として課税する方式であ
る。遺産のうち租税部分を控除した税引き後の遺産
を相続人等に帰属させることとなる。遺産の総額に
対して課税されるので財産税であるといわれる。遺
産分割の仕方に影響されず，相続人等の数にも関係
がない。アメリカ，イギリス等においてこの課税方
式が採用されている。
遺産課税方式と課税根拠の関係では，「被相続
人の生前所得の清算課税，資産の引き継ぎの社会
化という考え方と親和性をもつ。」２６と考えられる。
また，遺産課税方式は「人は生存中に蓄積した富
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の一部を死亡にあたって社会に還元すべきである，
という考えに基づいている。」２７のである。個人の所
得に対して所得税を課税するだけでなく，相続時に
相続税（財産税）という別種の税を課することで，
所得課税を実現しようとするものである。遺産課税
方式は制限的所得概念に基づく方式である。この制
限的所得概念によれば，所得税を反復・継続的に生
じる利得を対象とする租税であると位置づける。
遺産課税方式の優れた点は次のとおりである。
１）相続財産そのものを課税対象とするため，遺産
分割を仮装して相続税負担を回避するということ
ができず，遺産分割が原因となる課税漏れは生じ
ない。また，被相続人の一生涯の財産の清算課税
であることが明らかである。
２）相続財産の分割による税負担の変動がなく，税
務執行が容易である。この徴税上の便宜という長
所は非常に重要であり遺産分割の状態把握は容易
ではないといわれる。
３）相続財産が分割困難または不可能な場合に適合
しやすい。
この方式の欠点は次のとおりである。
１）遺産分割後，相続財産を取得する者の担税力に
応じた課税ではない。
２）相続財産の分割による税負担の変動がないので
遺産分割を促進することができない。
３）相続は生涯所得の清算であるという立場に立っ
ても，稼得した財産の大半を費消してしまった場
合と蓄積している場合では税負担の差が大き
い２８。
―２ 遺産取得課税方式
遺産取得課税方式とは，被相続人の遺産額に関係
なく，相続人等が相続等により取得した財産を対象
として課税する方式である。各相続人等が取得した
財産の大きさに応じて課税される。フランス，ドイ
ツ等においてこの方式が採用されている。相続人等
が取得した相続財産は相続人等の一時的・偶発的な
所得であると考え，相続税はその担税力の増加部分
に対する課税であると位置づける。それゆえに，「相
続税は実質的には所得税の補完税である。」２９と考え
られる。遺産取得課税方式では担税力を増加させる
経済的利得は全て所得であるという包括的所得概念
に基づいている。
遺産取得課税方式と課税根拠の関係は，「遺産
の取得による担税力という考え方と親和性を持
つ。」３０と考えられる。また，相続において遺産が分
割されればされるほど累進課税のため遺産全体の税
負担は減少するので，遺産分割を促進し富の集中排
除という趣旨にかなう３１。
この方式の優れた点は次のとおり。
１）応能負担の原則が貫徹され取得した相続財産の
額に応じた「担税力に即した課税の要請によりよ
く適合する。」３２つまり課税の公平が貫かれる。
２）相続人が多く相続財産を分割すればするほど，
租税負担は軽減されるので，遺産分割が促進さ
れ，富の再分配が進み，富の集中を抑制できる。
３）現行の民法においては，家督相続制は存在せず
均分相続の名の下全ての相続人が相続財産を取得
する権利を有するが，その趣旨に沿うものであ
る。
欠点は次のとおり。
１）仮装分割による租税回避を招く惧れがある。
２）遺産分割が正しく行われているか，容易には把
握できないので，税務行政上は困難が伴う。
３）実務上煩雑で，制度的に明瞭でない。
４）中小企業の事業用資産や農業用資産については
分割が困難なので相対的に税負担が重くなる。
５）「分割困難な財産の場合は難題を生ずる。例え
ば，遺産全体として評価・課税するのは明確であ
るが，あらかじめ分割して，例えば，信託におい
て，収益受益権と元本受益権とを区別したり，遺
産管理の手段として，信託の受託者が裁量をもち
（裁量信託），当該財産の利益を分配する場合の
難しい評価問題が生ずる。」３３
６）「代償分割の場合にも，相続開始時と遺産分割
時とで土地等の評価額が変更されている可能性が
あり，代償金の決定も難しい。」３４
我が国の遺産取得課税方式は，家制度に基づく家
督相続を廃止し，アメリカ連邦相続税の欠陥を考慮
し制定された３５。しかし諸々の問題が生じたため，
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現在では，遺産取得課税方式と遺産課税方式との折
衷方式となっている。
―３ 法定相続分課税方式
法定相続分課税方式は，法定相続分課税方式によ
る遺産取得課税方式とも呼ばれ，遺産課税方式と遺
産取得課税方式の折衷である。１９５８（昭和３３）年改
正により，以前の遺産取得課税方式を基とし，遺産
を法定相続人が民法の法定相続分により分割したと
仮定して相続税の総額を計算し，これを取得した遺
産の額に応じて按分し各人の相続税額とする。この
改正の理由は，当時は我が国における遺産分割の慣
習が未熟なこと，遺産分割状況の調査が困難なこ
と，農業や中小企業の分割困難な資産について負担
が重いことなどであった３６。
この方式の優れた点は次のとおり。
１）仮装分割や仮想未分割等による租税回避行為の
有無を検証する必要がない。相続税の総額は，各
相続人が遺産をどのような割合で分割をしても変
わらない。
２）例えば，農家や中小企業者の農地や事業用資産
などの相続の場合であるが，定額控除の基礎控除
制度は単独相続する者へ税負担軽減の効果をもた
らす。
この方式の欠点は次のとおり。
１）申告後に新たな遺産が発見された場合，共同相
続人の申告漏れ等により他の共同相続人にも遺産
取得額が変わっていないにもかかわらず追徴税額
が発生し，加算税も付加される。遺産額の増加に
より相続税の総額が増加するためである。
２）各相続人が取得する遺産の額が同額でも，法定
相続人１人あたりの基礎控除額は法定相続人の数
が多くなるにつれ減少する。基礎控除額には定額
部分があるからである。裏返すと，全ての遺産を
１名が相続する場合であっても，法定相続人が多
いほど相続税額は少なくなる。
３）相続税の課税価格の減額措置は，例えば小規模
宅地等の負担軽減措置（租税特別措置法第６９条の
４）に見られるように，一定額を遺産総額から減
額する計算構造なので他の相続人の税負担を軽減
してしまう。
４）相続人の間で，いかなる遺産分割をしたか，遺
産分割の方法によって税額の変動が生じないの
で，遺産分割を促進できず，富の集中の排除また
は抑制が進まない。
―４ 所得税と課税方式
相続税の課税方式との関連を考えると，包括的所
得概念は遺産取得課税方式と親和性がある。遺産取
得課税方式の課税対象は相続人等が取得した相続財
産であるが，包括的所得概念から考えると，正に所
得であり所得税の課税対象であるといえる。この場
合，所得税と相続税との二重課税となるので，その
調整が必要である。
相続による財産の取得が所得税の課税対象となる
場合，現行所得税法によれば，一時所得として２分
の１のみが課税対象となるので租税負担は著しく軽
減されることとなり，多くの批判が起こるであろ
う。そこで，相続による財産の取得は所得税とは別
の租税である相続税を課税することとしている。こ
れが相続税の合理的な課税根拠である３７。そして所
得税法では，相続，遺贈又は個人からの贈与により
取得するものは非課税であると定められている（所
得税法第９条第１項第１５号）。
遺産取得課税方式を基とする現行の相続税は，「実
質的には所得税の補完税である。」３８といわれてい
る。遺産取得者各個人ごとに担税力を測定し，担税
力に即した課税が行われるからである。基礎控除，
配偶者に対する税額軽減，未成年者控除等々を認
め，累進税率を適用するなどの点が挙げられる３９。
また，別の意味で所得税の補完税といわれること
がある。すなわち，相続財産の中には被相続人が受
けた税制上の特典，租税回避等により形成された部
分があり，いわば所得税の後払いとして相続税が課
されるのである４０。
さらに，いわゆる世代飛ばしの問題がある。すな
わち，租税回避の目的で遺産を次世代たる相続人で
なく，孫等への遺贈や孫養子等への相続が行われる
場合がある。そこで租税回避防止の観点から，被相
続人と遺産取得者が何親等であるかにより，近い場
相続税の課税根拠と課税方式
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合は軽い負担，遠い場合は重い負担とし，税負担に
差を設けるべきとする考え方が出てくる。これは現
行法が採用する包括的所得概念の発想から導かれる
ものではないので，所得税と分離して相続税課税の
必要があると考えられる４１。
遺産課税方式の場合は，所得税を反復，継続的に
生じる利得を対象とする租税であると位置づける制
限的所得概念と親和的である。個人の所得に対する
課税を所得税だけで行うのでなく，相続時に相続税
（遺産税）を課すことで所得課税を実現するもので
ある。財産税としての性格を有し所得課税との二重
課税は生じない。相続等による資産の移転につい
て，遺産課税方式による相続税が課税される。しか
し，理論的には，同時に被相続人にはみなし譲渡所
得課税及び相続人には受贈益課税が適用されること
となるのであるが，国民感情に配慮して非課税とし
ている。
税制の抜本的改革は小泉内閣時代からの課題であ
るが，もし所得税がフラット・タックスを採用した
場合にも，相続税は存在意義をもちうるであろう。
フラット・タックスは再分配機能を持たないので，
富の格差が拡大し，巨大な富の集中がおこるであろ
う。このことを抑制するために，累進税率を採用す
る相続税が所得税の補完税として意義を持つのであ
る４２。遺産取得課税方式および遺産課税方式の両方
式とも所得課税との関係に留意する必要がある。
 贈与税との関係
贈与により財産を取得することは，贈与税の課税
原因である（相続税法第１条の４）。贈与とは，当
事者の一方が自己の財産を無償で相手に与える意思
表示をし，相手が受諾することにより成立する契約
をいう（民法５４９条）。死因贈与４３による財産の取得
は相続税の課税対象であり（相続税法第１条の３第
１項カッコ書き），贈与税の課税対象ではない。ま
た税法上はみなし贈与を含む。たとえば，保険金取
得，低額譲渡，債務免除などにより実質的に贈与と
同様の経済的効果が生じた場合がこれに該当し，課
税公平の見地から贈与税が課税される。
また，贈与契約は個人と個人間，個人と法人間，
法人と法人間において行われるが，そこにおける課
税関係は，贈与税の課税でなく，法人税，所得税が
課税される場合がある。
すなわち，個人から個人への贈与については，受
贈者である個人に贈与税が課税され，個人から法人
への贈与の場合は，受贈者である法人は時価で財産
を受贈したものとして，受贈益という収益を計上す
ることとなり，法人税が課税される（法人税法第２２
条第２項）。なお，贈与者である個人は時価で財産
を譲渡したものとみなされ，みなし譲渡所得として
所得税が課税される。（所得税法第５９条）
次に，法人から個人へ贈与した場合であるが，受
贈者である個人は，法人からの贈与により取得した
財産は贈与税の課税価格に算入しない。（相続税法
第２１条の３）。受贈者である個人は，贈与者である
法人との間で，雇用契約があれば給与所得として課
税され，雇用契約がなければ一時所得として所得税
が課税される。法人である贈与者は，時価で財産を
譲渡したものとみなされ（法人税法第２２条），その
財産の時価で収益を計上する必要がある。費用であ
り損金となる給与・寄付金については，それぞれ役
員給与の損金不参入，寄付金の損金不算入の規定が
ある（法人税法第３４条，第３７条）
最後に，法人から法人への贈与について述べる
と，贈与者である法人は，贈与した財産の時価で収
益を計上し，かつ寄付金とされ，法人税の課税対象
となる。また受贈者である法人は受贈した財産の時
価で受贈益を計上しなければならず，法人税の課税
対象となる。
贈与税は，贈与により財産を取得した個人に対
し，その取得財産を課税対象として課される租税で
ある（相続税法第１条の４，第２条の２）。相続に
よって財産を取得したときは相続税が課税される
が，相続税の負担を回避するために，相続人等に対
し生前贈与することが考えられる。被相続人による
相続開始前における相続人等に対する贈与に対して
は，税負担の公平の観点から課税することが必要と
なる。
贈与税は相続税の課税があることを前提にして，
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被相続人の生前における相続人への贈与を通じた相
続税の課税回避を防止するという意味で，相続税を
補完する機能をはたすので，贈与税は相続税の補完
税といわれる。
相続税と同様に，無償により移転した財産に担税
力を見出し，移転の機会に課税するものである。
贈与税においても二つの制度がある。つまり，遺
産課税方式に対応する課税方式並びに遺産取得課税
方式に対応する課税方式である。相続税が遺産課税
方式の場合には，贈与した者を納税義務者として課
税する贈与税が対応し，相続税が遺産取得課税方式
の場合には，財産を受贈した者を納税義務者として
課税する贈与税が対応する。４４
贈与税は相続税の課税回避を防止する観点から，
税負担を高い水準に設定しているが，平成１４年６月
の税制調査会答申４５において，生前贈与の円滑化を
検討すべきであるとの提言があった。高齢化の進展
に伴い，相続による資産移転の時期がより遅くなっ
ているので，高齢者の保有する資産を早い時期に次
世代へ移転すれば，経済社会の活性化に貢献するの
で，贈与税を軽課すべきと考えられる。
相続税は贈与税の在り方により制度の意味が変わ
る。贈与税の税率を重くすれば，相続税は生かされ
るが，資産の有効利用という観点からは，我が国の
相続時精算課税制度にも見られるが，贈与税は重い
のが良いのではないのである。
 おわりに
相続税の課税根拠，課税方式のあり方について
は，歴史的に多くの研究成果が残されており，本稿
では，そのごく一端に触れることができたにすぎな
い。残された研究課題としては，２００８（平成２０）年
度税制改正大綱４６において新しい事業承継税制の制
度化と併せて，相続税の課税方式を遺産取得課税方
式へ改めることを検討することが明らかにされ様々
な議論を呼んだが，この問題の検討・深化，さらに
は所得税と相続税の二重課税が争点となった生命保
険契約にかかる年金の裁判事例の研究，等々を始め
として重要問題が山積されている。
これらの問題を相続税の本質から考察し，税法の
制度から論じるのだが，相続や遺産分割に対する国
家社会の意識・考え，法律制度や実際の状態，少子
高齢化社会の進展状況，高度に複雑化した経済社会
の状況，税務執行能力，外国の制度，など多方面の
視角から検討していきたいと考える。
以 上
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方針』
http://www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/１４０６１４.pdf
４６ 自由民主党２００７『平成２０年度税制改正大綱』
http:/ /www.kohokyo.or. jp/kohokyo−weblog /non−profit /
image/seisaku−０３１a.pdf
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